
価格高騰重点支援
給付金追加給付事業
【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

福祉総務課 R6.1 R6.4以降 1,412,978,000

価格高騰重点支援給
付金追加給付事業（住
民税均等割のみ課税）
【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯

福祉総務課 R6.3 R6.4以降 340,097,000

価格高騰重点支援給
付金追加給付事業（こ
ども加算）【物価高騰対
策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得の子育て世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯
に係る対象児童の世帯主
※R6年度分の住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯
に係る対象児童

福祉総務課 R6.3 R6.4以降 180,247,000

子育て応援特別給付
金支給事業

①物価高騰の影響を受けている子育て世帯に対し、児童1人当
たり1万円を給付することで生活を支援する。
②給付金及び事務費
③18歳以下の児童の養育者等
※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金も活用の
上実施。総事業費は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付
金分。

こども課 R5.12 R6.3 83,180,000

クマPAYプレミアム等
付与事業

①物価高騰の影響を受けた市民等に対して電子地域通貨「クマ
ＰＡＹ」ユーザーにプレミアムを付すことで消費を下支えする。
②償還金
③市民等

商業観光課 R6.3 R6.4以降 754,000,000

学校給食費負担軽減
支援事業

①食料品高騰の影響を受けている小中学校の給食について高
騰分を市が負担することで、安定的に食材を購入するとともに子
育て世帯の負担軽減を図る。
②給食等材料費［給食センター方式分］、負担金［自校式分］
③小中学校の児童・生徒の保護者
※教職員等の給食費は除く。

教育総務課 R6.3 R6.4以降 100,300,000

トラック運送事業者応
援事業

①燃料費高騰等の影響を受けている事業者に対し経営を支援
することで、運送事業の継続を図る。
②補助金
③市内に営業所を置く一般貨物自動車運送事業者

企業活動支援課 R6.3 R6.4以降 56,000,000

地方公共交通支援事
業
（市内循環バス事業者
ほか）

①燃料費高騰の影響を受けている市内循環バス事業者、路線
バス事業者及びタクシー事業者に対し経営を支援することで、地
域公共交通の維持を図る。
②交付金（市内循環バス）、補助金（路線バス、タクシー）
③市内循環バス事業者（3事業者）、路線バス事業者（4事業者）
及びタクシー事業者（4事業者）

企画課 R6.3 R6.4以降 19,710,000

※1：令和６年度への繰越事業が含まれるため、記載内容は未確定です。確定後、効果検証と併せて公表します。

※2：総事業費については、臨時交付金に係る実施計画に掲載したものであり、予算事業の総事業費と一致しない場合があります。
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交付対象事業の名称

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画】
事業の概要（※1）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

担当課
事業
始期

事業
終期

総事業費（※2）
【円】


